
日本計画行政学会関西支部年報第 31 号 

 

63 

 

2011 年度総会報告 

 

２０１１年６月３０日（土）、大阪市立大学・文化交流センター（大阪駅前第２ビル６階）

において、第 31回支部総会が開催された。若井郁次郎支部長を議長に、第１号議案から第

５号議案までが審議され、了承された。 

 

 

■第１号議案 2010 年度事業報告について 

平成 22 年度事業報告 

 

(１)理事会・幹事会等の開催 

□支部大会実行委員会 

○日 時：２０１０年５月１１日(火) 午後７時～８時半 

○テーマ：次期支部大会の論文審査 

支部大会のプログラム 

□理事会・幹事会 

○日 時：２０１０年６月１７日(木) 午後７時～８時半 

○テーマ：支部大会・総会の資料確認 

    支部大会、総会の役割分担 

□理事会・幹事会 

○日 時：２０１０年９月３０日(木) 午後７時～８時半 

○テーマ：①年度方針の具体化（研究部会活動の応募審査、実例講座の進め方、年報

の取り扱い） 

②スケジュールの決定（理事会日程、大会日程） 

③次期大会の方向性（テーマ、開催場所） 

□理事会・幹事会 

○日 時：２０１１年１月２５日(火) 午後７時～８時 

○テーマ：①次期大会の方針（テーマ、講師、日時、プログラム等） 

②次回実例講座（理事会企画） 

③今後の予定（理事会日程等） 

④その他（法人会員の大会等） 

□幹事会 

○日 時：２０１１年３月１６日（水）午後７時～９時 

○テーマ：①次期大会の方針（テーマ、講師、日時、プログラム等） 

支部活動報告 
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②次回実例講座（理事会企画の進捗確認） 

③今後の予定（大会案内等） 

④その他（法人会員の退会等） 

 

(２)支部総会の開催 

○日 時：２０１０年６月２６日（土） 午後０時半～１時 

○場 所：大阪市立大学・文化交流センター（大阪駅前第２ビル６階） 

○議 事：決算、予算、事業計画の承認、暫定役員の承認 

 

 

(３)支部研究大会の開催 

○日 時：２０１０年６月２６日（土） 午前１０時～午後１７時 懇親会１７時半～ 

○場 所：大阪市立大学・文化交流センター（大阪駅前第２ビル６階） 

 ○テーマ：「２１世紀型社会システムの構築―市民社会と新しい公のあり方－」 

・自由論題報告 

・テーマ報告 

○基調講演 

・ テーマ 「21 世紀型社会システムの構築―『新しい公共』の可能性」 

・ 講演者 新川 達郎  氏（同志社大学） 

○パネルディスカッション 

・ テーマ「２１世紀型社会システムの構築―市民社会と新しい公のあり方－」 

・ コ－ディネ－タ－  直田 春夫 氏（ＮＰＯ政策研究所） 

・ パネリスト     新川 達郎 氏（同志社大学） 

阿部 圭宏 氏 

 （（特活）市民がささえる市民ネットワーク滋賀）  

玉井 常貴 氏（農業法人株式会社秋津野） 

 

(４)研究部会活動 

  応募があった２件を採用した。 

①「定住自立圏構想の実現化方策―田辺市をケーススタディにして―」 

②「住工混在地域における環境調和型土地利用を目指した都市政策に関する研究」 

 

(５)研究会等の開催 

□実例講座（計画行政の実例から学ぶ講座） 

○開催日時：２０１０年１１月９日(火) 午後６時半～８時半 

○講  師：梅村 仁 氏（尼崎市 企画財政局 都市政策課長［前 産業振興課長］） 

○テ ー マ：「産業集積都市の再編と企業立地 



日本計画行政学会関西支部年報第 31 号 

 

65 

 

～尼崎市における施策展開と中小企業の集積～」 

 □交流サロン 

※支部活性化のため、当面、幹事・理事が各自の研究について報告する取り組み 

○第２回：２０１０年７月２９日（木）午後７時～９時 

 ・高田剛司氏（アルパック）「観光まちづくりの担い手」 

・鵜飼修准教授（滋賀県立大学）「近江環人地域再生学座による担い手育成」 

○第３回：２０１０年９月３０日（木）午後８時半～９時半 

 ・井上智之氏（財団法人尼崎地域・産業活性化機構）「あまがさきをもっと元気に！」 

 ○第４回：２０１０年１０月２５日（月）午後７時～９時 

 ・石田祐講師（明石高専）「ＮＰＯの存続性と社会的支援」 

・瀬田史彦准教授（大阪市立大学大学院）「国土計画における施策･事業の具体的記

載に関する実証研究」 

○第５回：２０１１年１２月２０日（月）午後７時～８時 

 ・濱田学昭教授（和歌山大学）「研究者・プランナーの諸課題」 

※終了後、忘年会 

 

(６)年 報 

 第 29 号を平成 22年９月に発行した（印刷物としては最後の発行）。 
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■第２号議案 2010 年度収支決算について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （平成22年4月1日～平成23年3月31日）

(単位：円）

支  出  の  部 収  入  の  部

科  　　　目 予  算  額 決 算 額 科      目 予  算  額 決 算 額

研 究 大 会 費 200,000 207,895 会費 18,000 54,905

研 究 部 会 費 100,000 25,000 交通費など 160,000 179,200

事 務 費 301,000 240,768 0 0

会   議   費 1,000 0 0 100,000

印   刷   費 200,000 113,347 100,000 82,000

通信運搬費 20,000 16,234 50,000 30,000

旅費･交通費 2,000 0 0 585

消 耗 品 費 1,000 0 未 払 金 0 29,074

HP管理費 25,000 27,300

研究会費 50,000 32,102

臨時傭役費 1,000 0

雑　　　　　費 1,000 1,785

未払金 0 50,000

当期支出合計 601,000 473,663 328,000 475,764

次年度繰越金 2,328,782 2,603,883 2,601,782 2,601,782

合　　　　計 2,929,782 3,077,546 2,929,782 3,077,546

（単位：円）

借　　　方

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

現金 0 0

普 　通 　預 　金 2,603,883  

次 年 度 繰 越 金 2,603,883

合　　　　計 2,603,883 合　　　　計 2,603,883

前年度繰越金

合　　　　計

貸　　　方

 

支部特別支援費

研究大会費

研究会参加費など

当期収入合計

雑収入

　　 　　　　　 日本計画行政学会　関西支部

　　平成22年度　収支決算

本部分配金

支部特別会員会費
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■第３号議案 2012 年度事業報告について 

 

平成２３年度事業計画 

 

(１)理事会等の開催（定例化の予定） 

 ○第 1 回理事会（９月頃） 

・ 年度方針の具体化 

・ スケジュール（理事会、大会）の決定 

・ 次期大会の方向性（骨子） 

 ○第２回理事会（１月頃） 

・ 次期大会の企画（テーマ、会場、基調講演の講師、大会募集要項、準備・運営

のスケジュール等） 

 ○第３回理事会（５月頃） 

・ 大会準備の確認（研究発表者、講師･パネリスト等） 

・ 役員等の改選案（次期総会が改選時の場合） 

 ○第４回理事会（６月頃：大会直前） 

・ 総会準備の確認（議案、決算･予算等） 

・ 新役員等の内諾状況（次期総会が改選時の場合） 

 ○第５回理事会（７月頃：総会時） 

・ 研究助成の審議 

 

(２)支部総会の開催 

○日 時：２０１１年６月２５日（土） １３：０５～１３：３０ 

○場 所：大阪市立大学・文化交流センター（大阪駅前第２ビル６階） 

○議事：決算、予算、事業計画の承認、役員改選 

 

(３)支部研究大会の開催 

○日 時：２０１０年６月２５日（土） １０：００～１７：００ 

  懇親会１７：３０～ 

○場 所：大阪市立大学・文化交流センター（大阪駅前第２ビル６階） 

○テーマ：「現代社会における『移動』を考える 

 －モビリティの向上と公共交通の役割－」 

・自由論題報告 

・テーマ報告 

○基調報告 

    ・「公共交通再生とまちづくり」：土井   勉（京都大学大学院 工学研究科 特定教授） 

  ・「あやバスの取り組み－経緯・現状と課題」 

：安村 和洋（綾部市 市民環境部 市民協働課 課長） 

・「住民を主体とするモビリティの向上－「公・共・民のパートナーシップ」の論理

と実際－」：髙橋 愛典（近畿大学 経営学部 准教授） 

 ○コメント：新納 克廣（奈良県立大学 地域創造学部 教授） 

 ○総括    ：松澤 俊雄（大阪市立大学大学院 経済学研究科 教授） 
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(４)研究部会活動 

  公募する 

 

(５)研究会等の開催 

 「計画行政の実例に学ぶ講座」に引き続き取り組む 

 

(６)年報 

 印刷物としての発行はしないが、支部ホームページに掲載する。

 

(７)その他 

 支部活性化のため、当面、幹事・理事が各自の研究について報告する「交流サロン」に

取り組む 
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■第４号議案 2012 年度収支予算について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （平成23年4月1日～平成24年3月31日）

(単位：円）

支  出  の  部 収  入  の  部

科  　　　目 予  算  額 22年度決算額 科      目 予  算  額 22年度決算額

研 究 大 会 費 210,000 207,895 会費 55,000 54,905

研 究 部 会 費 100,000 25,000 交通費など 180,000 179,200

事 務 費 116,000 240,768 0 0

会   議   費 1,000 0 100,000 100,000

印   刷   費 5,000 113,347 80,000 82,000

通信運搬費 20,000 16,234 30,000 30,000

旅費･交通費 5,000 0 0 585

消 耗 品 費 2,000 0 未 払 金 0 29,074

HP管理費 30,000 27,300

研究会費 50,000 32,102

臨時傭役費 1,000 0

雑　　　　　費 2,000 1,785

未払金 30,000 50,000

当期支出合計 426,000 473,663 445,000 475,764

次年度繰越金 2,622,883 2,603,883 2,603,883 2,601,782

合　　　　計 3,048,883 3,077,546 3,048,883 3,077,546

　　 　　　　　 日本計画行政学会　関西支部

　　平成23年度　収支予算

本部分配金

支部特別会員会費

前年度繰越金

合　　　　計

支部特別支援費

研究大会費

研究会参加費など

当期収入合計

雑収入



 

72 

 

■第５号議案 支部役員改選について 

 

日本計画行政学会・関西支部の役員案（平成 23～24 年度）    

    

理理理理    事事事事    ：：：：    小河 保之（大阪府副知事） 

(50 音順)     木多 道宏（大阪大学大学院工学研究科准教授） 

北村 英和（大阪市計画調整局長） 

鐘ヶ江秀彦（立命館大学政策科学部教授） 

衣笠 達夫（追手門学院大学経済学部教授） 

直田 春夫（特定非営利活動法人ＮＰＯ政策研究所理事長） 

濱田 学昭（元和歌山大学システム工学部教授） 

松澤 俊雄（大阪市立大学大学院経済学研究科教授） 

森脇  宏（(株)地域計画建築研究所取締役大阪事務所長） 

 

監監監監    事事事事    ：：：：    小幡 範雄（立命館大学政策科学部教授） 

(50 音順)     川田  均（大阪市計画調整局計画部長） 

 

 


